
※その他には外国証券が含まれます。

※その他には外国証券、投資信託等が含まれます。
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貸出金総額
304億円

正常債権　99.46％

不良債権　0.54％
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平成23年度上半期
経営情報

自己資本比率の状況自己資本比率の状況

基本的項目（A）
　出資金
　利益剰余金
　その他有価証券の評価差損（△）
補完的項目（B）
控除項目（C）
自己資本額（Ａ＋Ｂ－Ｃ）（D）
リスク・アセット等計（Ｅ）
自己資本比率（Ｄ/Ｅ）

6,339
310
6,028
―
18
148
6,209
28,202
22.01%

6,367
312
6,055
―
20
58

6,329
28,611
22.12%

平成23年9月末平成23年3月末区　　分
（単位：百万円）

不良債権の状況不良債権の状況

破産更生債権及びこれらに準ずる債権※1
危険債権※2
要管理債権※3
不良債権計
正常債権
合　計

98
66
―
164

30,276
30,441

97
64
―
162

99.4
97.6
―

98.7

残　高 担保・保証・貸倒引当金
による保全額区　　分 保 全 率

（単位：百万円、％）

貸出金総額に対する不良債権比率は0.54％と極めて低水準
平成23年9月期における不良債権額は、164百万円となりました。
このうち、担保・保証・貸倒引当金により保全されている額は、162百万円で保全率は98.7％です。

有価証券の運用は、安定した収益の確保を目的として、安全性の高い債券運用を中心に行っております。
今後もリスク管理を万全に行い、元本の安全性を重視した運用を引き続き行ってまいります。

金融機関の経営体力を示す指標⇒自己資本比率22.12％
自己資本比率は、金融機関の経営体力を示す指標であり、海外に営業拠点をもつ金融機関には国際基準8％、それ以外の
金融機関には国内基準4％が適用されます。
当組合は、これまで毎期の利益を積み上げ内部留保に努めてきたことから、国際基準をも大きく上回る水準を維持して
おります。
都区職員の皆様が安心してご利用いただけるように、今後も引き続き健全経営を行ってまいります。

●金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

有価証券の状況有価証券の状況

地 方 債
そ の 他
合 　 計

859
3,052
3,912

時　価 差　額 うち損うち益

（単位：百万円）
満期保有目
的の債券で
時価のある
もの

株 　 式
債 　 券
そ の 他
合 　 計

251
13,981
8,414
22,647

63
△1,147
△1,084

16
493
△766
△257

63
―
63

36
518
287
843

―
1,147
1,147

20
25

1,054
1,100

貸借対照表
計上額

796
4,200
4,996

貸借対照表
計上額

区　　分

区　　分

235
13,488
9,181
22,904

取得原価 差　額

平成23年9月末

平成23年9月末

うち損うち益

（単位：百万円）
その他有価
証券で時価
のあるもの

地方債
その他
合　計

870
3,856
4,726

時　価 差　額 うち損うち益

（単位：百万円）●満期保有目的の債券で時価のあるもの

株　式
債　券
その他
合　計

295
13,015
9,250
22,560

74
△1,343
△1,269

40
628
△703
△34

74
―
74

63
636
352
1,052

―
1,343
1,343

22
8

1,056
1,087

貸借対照表
計上額

796
5,200
5,996

貸借対照表
計上額

254
12,387
9,954
22,595

取得原価 差　額 うち損うち益

（単位：百万円）●その他有価証券で時価があるもの

平成22年度上半期
経営情報

（注）「その他有価証券の評価差損（△）」欄は、平成24年3月31日までの間は、平成20年金融庁告示第79号に基づく特例に従い当該金額を記
載しておりません。なお、特例を考慮しない場合の金額は次のとおりです。平成23年3月末182百万円、平成23年9月末176百万円です。

平成23年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急処置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーにより分類し、簡
便な方法により算出しております。従って平成23年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。
※1は、破産、民事再生手続き等の事由に該当する債権など
※2は、債務者の財政状態が悪化するなどの影響で、元本の回収及び利息の受取ができない可能性が高い債権など
※3は、3ヶ月以上延滞している債権及び貸出条件を緩和している債権

平成23年11月 発行
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8%（国際基準）

4%（国内基準）

※その他には外国証券、投資信託等が含まれます。

※その他には外国証券が含まれます。



◆マイカーローン
・金利→ 固  定 2.2%
 （エコカー 2.1% ）
 変  動 1.95%
・実績→ 115件 219百万円

◆住宅ローン
・金利 変  動 店頭金利 2.475% → 1.175% 
 固定7年 店頭金利 2.900% → 1.700% など
・実績→ 105件 2,324百万円

◆教育ローン
・金利→変 動　2.2%
・実績→101件　99百万円

◆退職優遇定期預金
・金利→店頭＋0.5％（新規）
・実績→185件　1,922百万円

◆夏のボーナス定期預金
・金利→店頭+0.2％（新規）
・実績→537件　913百万円

◆ マイプラン積金
新入職員積金
・金利→1％
・実績→399件　契約金額　358百万円
90周年積金
・金利→0.9％
・実績→322件　契約金額　595百万円

◆退職優遇定期預金
・金利→店頭＋0.5％（新規）
・実績→185件　1,922百万円

◆夏のボーナス定期預金
・金利→店頭+0.2％（新規）
・実績→537件　913百万円

◆ マイプラン積金
新入職員積金
・金利→1％
・実績→399件　契約金額　358百万円
90周年積金
・金利→0.9％
・実績→322件　契約金額　595百万円

◆退職優遇定期預金
・金利→店頭金利＋0.5％（新規）
・実績→202件　2,095百万円

◆夏のボーナス定期預金
・金利→店頭金利+0.2％（新規）
・実績→483件　880百万円

◆ マイプラン積金『新入職員積金』
・金利→1％
・実績→449口　残高　120百万円

◆退職優遇定期預金
・金利→店頭＋0.5％（新規）
・実績→185件　1,922百万円

◆夏のボーナス定期預金
・金利→店頭+0.2％（新規）
・実績→527件　894百万円

◆ マイプラン積金
新入職員積金
・金利→1％
・実績→399件　契約金額　358百万円

90周年積金
・金利→0.9％
・実績→322件　契約金額　595百万円

預金全体の預貸率は、35.98％となったが、対個人預金ベースでは42.97％

店頭金利から更に引下げた金利を適用

※金利は23年9月末時点

平成22年9月末 平成23年3月末

その他の
ローン

0
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300

住宅
ローン

246 262

35

282
37

299

平成23年9月末

268

35

304

平成
17年度

平成
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平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

住宅ローン以外

0

150

200
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300

210 201 212 225 244

33
27
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平成
22年度9月末

244

36

平成19年3月末

平成22年9月末 平成23年3月末 平成23年9月末

784 769 787

平成20年3月末 平成21年3月末 平成22年3月末 平成22年9月末

個人
65,210

法人
19,235

平成21年
9月末

平成22年
3月末

0
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300

400

500
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700

199 203 その他の定期

流動性積金

マイプラン積金

退職優遇定期

396 389

17 12
45 47

合計658 652

平成22年
9月末

205

393

10
47

656

0
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600

800

1,000

0

20000
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80000

100000

流動性預金 流動性預金 流動性預金

定期性
預金

定期性
預金

定期性
預金 400

550

700

850

1000

個人預金残高
672億円

個人預金残高
672億円

退職優遇定期 390

定期性預金

その他の定期
214

流動性預金 51

個人
65,679

法人
12,748

マイプラン積金 16

〈平成23年4月1日～平成23年9月30日まで〉

平成23年度上半期の経営情報を
お知らせいたします。
（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

①業務粗利益

②資金運用収支

③役務取引等収支

④その他業務収支

⑤経　費

　⑥人件費

　⑦物件費

　⑧税金

⑨その他経常損益

⑩株式等関係損益

⑪貸出金償却等（△）

⑫その他

⑬経常利益（①－⑤＋⑨）

⑭特別損益

⑮法人税等（税効果含む）（△）

⑯当期純利益（⑬＋⑭－⑮）

553

581

△ 28

0

301

173

127

0

△ 39

△ 39

̶

0

212

2

84

130

387

548

△ 36

△ 124

302

169

132

0

△ 12

△ 1

△ 1

△ 9

72

̶

46

26

△ 166

△ 33

△ 8

△ 124

1

△ 4

5

0

27

38

△ 1

△ 9

△ 140

△ 2

△ 38

△ 104

増　減区　　分 平成23年9月末平成22年9月末

貸出金、有価証券などの運用収益
 712百万円 → 647百万円
預金利息などの調達費用 130百万円 → 99百万円

運用収益と調達費用はともに減少

外国証券・投資信託の減損処理 ゼロ → 122百万円

有価証券の減損処理が発生したため、
その他業務収支は減少

株式等の減損処理 39百万円 → 1百万円

株式等関係の減損処理減少

貸倒引当金繰入 14百万円 → ゼロ　
与信状態の悪化した債権が減少し引当金減少

②資金運用収支

④その他業務収支

⑩株式等関係損益

⑪貸出金償却等

貸出金、有価証券などの運用収益
 1,502百万円 → 1,403百万円
預金利息などの調達費用 478百万円 → 375百万円

運用と調達の収支は前年度並み

国債等債券売却益 ゼロ → 22百万円
外国債券などの減損処理 609百万円 → 86百万円

債券の売却益増加と減損処理減少

株式等売却益 ゼロ → 74百万円
株式等の売却損、減損処理 420百万円 → 11百万円

株式や投資信託の売却益増加と減損処理減少

貸出金償却 6百万円 →  7百万円
貸倒引当金繰入 13百万円 → 21百万円

与信状態が悪化した債権の償却と引当増加

（単位：百万円）

「貸出金期末残高300億円」を目標に、主力の住宅ローン、マ
イカーローン、教育ローンの拡販に組合を上げて取り組んで
います。
上期は、住宅金融支援機構をはじめ、他金融機関との競争が
激しく、住宅ローン新規実行額はやや伸び悩んでおります。
貸出金残高全体では22年3月末比2億円増加となりました。

貸出金貸出金

ご融資の利便性向上を目的として
取り組んでいること
ご融資の利便性向上を目的として
取り組んでいること
～「借りやすく」「返しやすい」～

23年度上期 主要な新規貸出金実績23年度上期 主要な新規貸出金実績

住宅ローンとその他のローンの残高推移（単位：億円）

（単位：百万円）

平成22年度は、「貸出金期末残高300億円
達成」をスローガンに、主力の住宅ローン、マ
イカーローン、教育ローンの拡販に組合を上
げて取り組んでいます。
上期は、住宅金融支援機構をはじめ、他金融
機関との激しい住宅ローン獲得競争の影響
などから、住宅ローン新規実行額はやや伸び
悩んでいるものの、マイカーローン・教育
ローンは順調に伸長していることから、貸出
金残高は期初比○○億円増加しております。

貸出金貸出金
積極的な融資セールスと受付相談態勢の充実強化により、貸出金残高は前年同期比約20億円増加

22年度上期主要な新規貸出金実績22年度上期主要な新規貸出金実績

●住宅ローンと住宅ローン以外の残高推移 （単位：億円）

夏のボーナス定期預金、マイプラン積金などの個人預金
が伸びたことにより、預金積金残高は平成23年3月末比
18億円増加

損益の状況損益の状況

144

27,630

28,878

28,222

442

6

6

110

△ 76

85,367

213

26,625

27,702

30,404

391

20

16

236

△ 72

85,539

資　　　　　産 平成23年9月末平成22年9月末

78,428

342

18

224

12

0

79,027

310

6,052

△ 23

6,339

85,367

78,797

282

17

229

12

9

79,348

312

6,055

△ 176

6,190

85,539

負債及び純資産 平成23年9月末

69

△ 1,005

△ 1,176

2,182

△ 51

14

10

126

4

172

増　減

369

△ 60

△ 1

5

0

9

321

2

3

△ 153

△ 149

172

増　減平成22年9月末
（単位：百万円）

主要勘定の状況主要勘定の状況

無担保ローンは伸び悩んだものの、住宅ローンは新規貸
出実績23億円確保したことにより、貸出金残高は23年
3月末比4億円の増加

預金積金預金積金

融資相談
訪問サービス
融資相談
訪問サービス

利用分量
配当

利用分量
配当

利用分量配当による利益還元

利便性
向上
利便性
向上

当組合職員がお
客様の職場等に
訪問して、ご融資
の相談・申込を承
ります。

利用分量配当は、「利用者還元」の観点から融資をご利用い
ただいたお客様に対して、利用分量に応じて配当を実施する
ものです。
平成22年度決算では、お客様にお支払いいただいた1年間
のお利息の5％をお返しさせていただきました。

融資相談窓口
時間延長
融資相談窓口
時間延長平日17時まで相談受付実施

（毎週水曜日は19時まで時間延長）

諸経費
負担軽減
諸経費
負担軽減

住宅ローンは
・保証料・・・・・・・・・・・・・・・・・不要
・団体信用生命保険料・・・無料
・繰上返済手数料・・・・・・・・無料
としています

金利見直し金利見直し

低金利を享受したいお客様の
ため、適宜金利の見直しを行っ
ております。
また、キャンペーン実施の際は
通常金利から引き下げた有利
な金利を提供しています。

給与控除
返済システム
給与控除
返済システム

毎月とボーナス時の返済は、
給与控除により行います。

平成23年9月末区　　　分
30,404
26,805
3,598

貸 出 金 残 高
　 （住宅ローン）
　 （その他のローン）

22年度上期主要な個人預金実績22年度上期主要な個人預金実績

22年度上期主要な個人預金実績22年度上期主要な個人預金実績

23年度上期 主要な個人預金実績23年度上期 主要な個人預金実績 個人預金商品別残高内訳

預金積金残高の推移 （単位：億円）

（単位：億円）

（単位：百万円）
平成23年9月末区　　　分
78,797
6,777
72,020

預 金 積 金 残 高  
（流動性預金）
（定期性預金）

法人預金残高は127億円（22年3月末比65億円減少）、
個人預金は656億円（22年3月末比5億円増加）

預金積金預金積金

法人預金は法人1先が大口預金を解約したことにより、
減少いたしました。平成22年度も引き続き、安定した預
金量を確保するため、個人預金の獲得に力を入れてい
ます。
今年度は、創立90周年とい言う節目にあたり、現役の
都区職員の皆様に幅広くご利用いただける商品として

22年度上期主要な個人預金実績22年度上期主要な個人預金実績

個人定期性預金の商品別残高推移

個人・法人別残高

（単位：億円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
平成22年9月末区　　　分
78,428
72,050
6,378
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◆マイカーローン
・金利→ 固  定 2.2%
 （エコカー 2.1% ）
 変  動 1.95%
・実績→ 115件 219百万円

◆住宅ローン
・金利 変  動 店頭金利 2.475% → 1.175% 
 固定7年 店頭金利 2.900% → 1.700% など
・実績→ 105件 2,324百万円

◆教育ローン
・金利→変 動　2.2%
・実績→101件　99百万円

◆退職優遇定期預金
・金利→店頭＋0.5％（新規）
・実績→185件　1,922百万円

◆夏のボーナス定期預金
・金利→店頭+0.2％（新規）
・実績→537件　913百万円

◆ マイプラン積金
新入職員積金
・金利→1％
・実績→399件　契約金額　358百万円
90周年積金
・金利→0.9％
・実績→322件　契約金額　595百万円

◆退職優遇定期預金
・金利→店頭＋0.5％（新規）
・実績→185件　1,922百万円

◆夏のボーナス定期預金
・金利→店頭+0.2％（新規）
・実績→537件　913百万円

◆ マイプラン積金
新入職員積金
・金利→1％
・実績→399件　契約金額　358百万円
90周年積金
・金利→0.9％
・実績→322件　契約金額　595百万円

◆退職優遇定期預金
・金利→店頭金利＋0.5％（新規）
・実績→202件　2,095百万円

◆夏のボーナス定期預金
・金利→店頭金利+0.2％（新規）
・実績→483件　880百万円

◆ マイプラン積金『新入職員積金』
・金利→1％
・実績→449口　残高　120百万円

◆退職優遇定期預金
・金利→店頭＋0.5％（新規）
・実績→185件　1,922百万円

◆夏のボーナス定期預金
・金利→店頭+0.2％（新規）
・実績→527件　894百万円

◆ マイプラン積金
新入職員積金
・金利→1％
・実績→399件　契約金額　358百万円

90周年積金
・金利→0.9％
・実績→322件　契約金額　595百万円

預金全体の預貸率は、35.98％となったが、対個人預金ベースでは42.97％

店頭金利から更に引下げた金利を適用

※金利は23年9月末時点
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〈平成23年4月1日～平成23年9月30日まで〉

平成23年度上半期の経営情報を
お知らせいたします。
（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計が一致しない場合があります。

①業務粗利益

②資金運用収支

③役務取引等収支

④その他業務収支

⑤経　費

　⑥人件費

　⑦物件費

　⑧税金

⑨その他経常損益

⑩株式等関係損益

⑪貸出金償却等（△）

⑫その他

⑬経常利益（①－⑤＋⑨）

⑭特別損益

⑮法人税等（税効果含む）（△）

⑯当期純利益（⑬＋⑭－⑮）
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増　減区　　分 平成23年9月末平成22年9月末

貸出金、有価証券などの運用収益
 712百万円 → 647百万円
預金利息などの調達費用 130百万円 → 99百万円

運用収益と調達費用はともに減少

外国証券・投資信託の減損処理 ゼロ → 122百万円

有価証券の減損処理が発生したため、
その他業務収支は減少

株式等の減損処理 39百万円 → 1百万円

株式等関係の減損処理減少

貸倒引当金繰入 14百万円 → ゼロ　
与信状態の悪化した債権が減少し引当金減少

②資金運用収支

④その他業務収支

⑩株式等関係損益

⑪貸出金償却等

貸出金、有価証券などの運用収益
 1,502百万円 → 1,403百万円
預金利息などの調達費用 478百万円 → 375百万円

運用と調達の収支は前年度並み

国債等債券売却益 ゼロ → 22百万円
外国債券などの減損処理 609百万円 → 86百万円

債券の売却益増加と減損処理減少

株式等売却益 ゼロ → 74百万円
株式等の売却損、減損処理 420百万円 → 11百万円

株式や投資信託の売却益増加と減損処理減少

貸出金償却 6百万円 →  7百万円
貸倒引当金繰入 13百万円 → 21百万円

与信状態が悪化した債権の償却と引当増加

（単位：百万円）

「貸出金期末残高300億円」を目標に、主力の住宅ローン、マ
イカーローン、教育ローンの拡販に組合を上げて取り組んで
います。
上期は、住宅金融支援機構をはじめ、他金融機関との競争が
激しく、住宅ローン新規実行額はやや伸び悩んでおります。
貸出金残高全体では22年3月末比2億円増加となりました。

貸出金貸出金

ご融資の利便性向上を目的として
取り組んでいること
ご融資の利便性向上を目的として
取り組んでいること
～「借りやすく」「返しやすい」～

23年度上期 主要な新規貸出金実績23年度上期 主要な新規貸出金実績

住宅ローンとその他のローンの残高推移（単位：億円）

（単位：百万円）

平成22年度は、「貸出金期末残高300億円
達成」をスローガンに、主力の住宅ローン、マ
イカーローン、教育ローンの拡販に組合を上
げて取り組んでいます。
上期は、住宅金融支援機構をはじめ、他金融
機関との激しい住宅ローン獲得競争の影響
などから、住宅ローン新規実行額はやや伸び
悩んでいるものの、マイカーローン・教育
ローンは順調に伸長していることから、貸出
金残高は期初比○○億円増加しております。

貸出金貸出金
積極的な融資セールスと受付相談態勢の充実強化により、貸出金残高は前年同期比約20億円増加

22年度上期主要な新規貸出金実績22年度上期主要な新規貸出金実績

●住宅ローンと住宅ローン以外の残高推移 （単位：億円）

夏のボーナス定期預金、マイプラン積金などの個人預金
が伸びたことにより、預金積金残高は平成23年3月末比
18億円増加

損益の状況損益の状況
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（単位：百万円）

主要勘定の状況主要勘定の状況

無担保ローンは伸び悩んだものの、住宅ローンは新規貸
出実績23億円確保したことにより、貸出金残高は23年
3月末比4億円の増加

預金積金預金積金

融資相談
訪問サービス
融資相談
訪問サービス

利用分量
配当

利用分量
配当

利用分量配当による利益還元

利便性
向上
利便性
向上

当組合職員がお
客様の職場等に
訪問して、ご融資
の相談・申込を承
ります。

利用分量配当は、「利用者還元」の観点から融資をご利用い
ただいたお客様に対して、利用分量に応じて配当を実施する
ものです。
平成22年度決算では、お客様にお支払いいただいた1年間
のお利息の5％をお返しさせていただきました。

融資相談窓口
時間延長
融資相談窓口
時間延長平日17時まで相談受付実施

（毎週水曜日は19時まで時間延長）

諸経費
負担軽減
諸経費
負担軽減

住宅ローンは
・保証料・・・・・・・・・・・・・・・・・不要
・団体信用生命保険料・・・無料
・繰上返済手数料・・・・・・・・無料
としています

金利見直し金利見直し

低金利を享受したいお客様の
ため、適宜金利の見直しを行っ
ております。
また、キャンペーン実施の際は
通常金利から引き下げた有利
な金利を提供しています。

給与控除
返済システム
給与控除
返済システム

毎月とボーナス時の返済は、
給与控除により行います。

平成23年9月末区　　　分
30,404
26,805
3,598

貸 出 金 残 高
　 （住宅ローン）
　 （その他のローン）

22年度上期主要な個人預金実績22年度上期主要な個人預金実績

22年度上期主要な個人預金実績22年度上期主要な個人預金実績

23年度上期 主要な個人預金実績23年度上期 主要な個人預金実績 個人預金商品別残高内訳

預金積金残高の推移 （単位：億円）

（単位：億円）

（単位：百万円）
平成23年9月末区　　　分
78,797
6,777
72,020

預 金 積 金 残 高  
（流動性預金）
（定期性預金）

法人預金残高は127億円（22年3月末比65億円減少）、
個人預金は656億円（22年3月末比5億円増加）

預金積金預金積金

法人預金は法人1先が大口預金を解約したことにより、
減少いたしました。平成22年度も引き続き、安定した預
金量を確保するため、個人預金の獲得に力を入れてい
ます。
今年度は、創立90周年とい言う節目にあたり、現役の
都区職員の皆様に幅広くご利用いただける商品として

22年度上期主要な個人預金実績22年度上期主要な個人預金実績

個人定期性預金の商品別残高推移

個人・法人別残高
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（単位：百万円）
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※その他には外国証券が含まれます。

※その他には外国証券、投資信託等が含まれます。
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都 職 信 の 現 況

平成23年度上半期
経営情報

自己資本比率の状況自己資本比率の状況

基本的項目（A）
　出資金
　利益剰余金
　その他有価証券の評価差損（△）
補完的項目（B）
控除項目（C）
自己資本額（Ａ＋Ｂ－Ｃ）（D）
リスク・アセット等計（Ｅ）
自己資本比率（Ｄ/Ｅ）

6,339
310
6,028
―
18
148
6,209
28,202
22.01%

6,367
312
6,055
―
20
58

6,329
28,611
22.12%

平成23年9月末平成23年3月末区　　分
（単位：百万円）

不良債権の状況不良債権の状況

破産更生債権及びこれらに準ずる債権※1
危険債権※2
要管理債権※3
不良債権計
正常債権
合　計

98
66
―
164

30,276
30,441

97
64
―
162

99.4
97.6
―

98.7

残　高 担保・保証・貸倒引当金
による保全額区　　分 保 全 率

（単位：百万円、％）

貸出金総額に対する不良債権比率は0.54％と極めて低水準
平成23年9月期における不良債権額は、164百万円となりました。
このうち、担保・保証・貸倒引当金により保全されている額は、162百万円で保全率は98.7％です。

有価証券の運用は、安定した収益の確保を目的として、安全性の高い債券運用を中心に行っております。
今後もリスク管理を万全に行い、元本の安全性を重視した運用を引き続き行ってまいります。

金融機関の経営体力を示す指標⇒自己資本比率22.12％
自己資本比率は、金融機関の経営体力を示す指標であり、海外に営業拠点をもつ金融機関には国際基準8％、それ以外の
金融機関には国内基準4％が適用されます。
当組合は、これまで毎期の利益を積み上げ内部留保に努めてきたことから、国際基準をも大きく上回る水準を維持して
おります。
都区職員の皆様が安心してご利用いただけるように、今後も引き続き健全経営を行ってまいります。

●金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

有価証券の状況有価証券の状況

地 方 債
そ の 他
合 　 計
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3,052
3,912

時　価 差　額 うち損うち益

（単位：百万円）
満期保有目
的の債券で
時価のある
もの

株 　 式
債 　 券
そ の 他
合 　 計
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8,414
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△766
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―
63

36
518
287
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―
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1,100

貸借対照表
計上額

796
4,200
4,996

貸借対照表
計上額

区　　分

区　　分

235
13,488
9,181
22,904

取得原価 差　額

平成23年9月末

平成23年9月末

うち損うち益

（単位：百万円）
その他有価
証券で時価
のあるもの

地方債
その他
合　計

870
3,856
4,726

時　価 差　額 うち損うち益

（単位：百万円）●満期保有目的の債券で時価のあるもの

株　式
債　券
その他
合　計

295
13,015
9,250
22,560

74
△1,343
△1,269

40
628

△703
△34

74
―
74

63
636
352
1,052

―
1,343
1,343

22
8

1,056
1,087

貸借対照表
計上額

796
5,200
5,996

貸借対照表
計上額

254
12,387
9,954
22,595

取得原価 差　額 うち損うち益

（単位：百万円）●その他有価証券で時価があるもの

平成22年度上半期
経営情報

（注）「その他有価証券の評価差損（△）」欄は、平成24年3月31日までの間は、平成20年金融庁告示第79号に基づく特例に従い当該金額を記
載しておりません。なお、特例を考慮しない場合の金額は次のとおりです。平成23年3月末182百万円、平成23年9月末176百万円です。

平成23年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急処置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーにより分類し、簡
便な方法により算出しております。従って平成23年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。
※1は、破産、民事再生手続き等の事由に該当する債権など
※2は、債務者の財政状態が悪化するなどの影響で、元本の回収及び利息の受取ができない可能性が高い債権など
※3は、3ヶ月以上延滞している債権及び貸出条件を緩和している債権

平成23年11月 発行

15
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0

5

10

15

20

25

平成23年
9月末

平成22年
3月末

平成23年
3月末

10

22.12%
19.25%

22.01%

8%（国際基準）

4%（国内基準）

※その他には外国証券、投資信託等が含まれます。

※その他には外国証券が含まれます。
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